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第1章 総論

１－１．はじめに

宮崎市では、市を取り巻く社会経済情勢の変化やまちづくりにおける今日的課題等を総合的

に勘案し、「投資を促進する外に開かれた宮崎市」という新たな視点に立った「都市の可能性を

広げる取組」として、「宮崎オープンシティまちづくり計画」を策定し、令和６年4月に開始し

た第１弾の“まちなか”に特化した、「まちなか投資倍増プロジェクト」に加え、第２弾として、

市街化調整区域の中でもその恵まれた周辺環境から、民間投資の誘発による本市経済発展の潜

在的可能性の高い“一ツ葉・木花エリア”に特化した土地利用誘導（以下「本土地利用誘導」と

いう。）を行います。

その背景として、一ツ葉・木花エリアは、県を代表する観光資源や、農林水産業をはじめとす

る魅力ある地場産業を有していながら、その地域資源の所在の大部分は都市計画法（以下「法」

という。）における市街化調整区域となっており、土地利用に制限があるため、そのポテンシャ

ルを十分に生かしきれていない状況になっています。

市街化調整区域は無秩序な市街化を抑制する区域でありますが、一定のルールの中で、周辺環

境にも配慮しながら、効果的な土地利用を図っていく必要があります。

そのような状況下において、本土地利用誘導は、「一ツ葉」「木花」という２つのエリア（以下

「本エリア」という。）に限定して、地域経済の好循環化を目指すものです。

この一ツ葉・木花エリアにおける土地利用誘導ガイドライン（以下「本ガイドライン」という。）

は、本土地利用誘導に関する基準である「一ツ葉・木花エリアにおける土地利用誘導に関する運

用基準」（以下「運用基準」という。）の概要や考え方、ポイント等について、できるだけ分かり

やすく解説するなど、本エリアにおいて運用基準に沿った建築計画を立案する際の、民間事業者

の皆さまの"参考書"として活用していただけるよう取りまとめたものであり、少しでも本土地利

用誘導を理解していただき、共にまちづくりに取組んでいただける一助となればと考えており

ます。

他方、本土地利用誘導は、まだ始まったばかりの成長段階にあることから、土地利用の仕組み

やルールが、民間事業者にとってより取組み易いものとなるよう、今後も適宜見直しを行って参

ります。
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第2章 計画の概要

２－１．「宮崎オープンシティまちづくり計画」と「本土地利用誘導」の関係

「宮崎オープンシティまちづくり計画」（以下「本計画」という。）の中に「本土地利用誘導」

が位置付けられており、更に本土地利用誘導を推進していくための具体のエリアや取組みの方

向性等が示されています。その関係性は以下のとおりです。

都市の可能性を広げる取組

宮崎オープンシティまちづくり計画

土地利用可能な「エリアの設定」

■ 観光・リゾート系

■ 物流・工業系（※）

土地利用可能な用途の「基準の明確化・迅速化」

■ 観光・リゾート系

※工業系については、特定の業種に限る

本市固有の自然豊かな

地域特性を活かしたまちづくり

一ツ葉・木花エリアにおける土地利用誘導
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２－２．「宮崎オープンシティまちづくり計画」とガイドライン等との関係

本計画は、これからの本市のまちづくりの方向性について、基本的な考え方を示したものであ

りますが、これを実現するために、民間の建築計画を誘導する運用基準が定められています。本

ガイドラインは、本計画及び運用基準その他関連事項等を分かり易く解説するものです。

都市の可能性を広げる取組

宮崎オープンシティまちづくり計画

一ツ葉・木花エリアにおける土地利用誘導
（運用基準）

本ガイドライン

※本土地利用誘導の概要や上記運用基準等の解説等
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２－３．「本土地利用誘導」とは？

（１）目指すもの

市街化調整区域において「開発行為※」又は「建築行為」を行う際には、原則として許可が

必要であり、許可の対象となる建築物の用途や申請者の属性等が細かく都市計画法（以下「法」

という。）及び関連基準等で規定され、許可が可能な場合であっても、ケースによっては相当

な時間を要したり、時として許可が可能かどうかの判断自体に時間を要するなど、近年の社会

経済情勢の変化に必ずしも的確に対応できていない状況がありました。

特に本エリアにおいては、類まれな観光・リゾート環境や重要港湾である宮崎港に隣接して

いるなどの恵まれた立地環境にあることから、都市計画マスタープランの改訂と足並みをそ

ろえる形で、本計画の見直しと運用基準の策定を行い、本エリアにおけるまちづくりの方向性

を明確化することにより、当該土地利用に関する許可の迅速化を図ることとしたものです。

※建築物の建築のための盛土・切土や土地の区画の変更などの造成工事を伴うもので、単なる土地の整地や分

合筆、造成工事を伴わない建築物の新築・増改築等は該当しません。

（２）方向性

本エリアにおける「観光・リゾート系」施設及び「物流・工業系」施設について、本計画の

趣旨及び運用基準に適合する民間開発を積極的に誘導します。よって、各事業者様におかれま

しては、この点を十分にご理解いたくとともに、意欲的に事業展開をしていただき、本市経済

の発展と地域の活性化にご貢献していただくことを願っています。

（３）許可申請に対する対応

本計画の趣旨及び運用基準に適合すると判断されるものについては、「観光・リゾート系」

施設にあっては、許可申請されれば直ちに許可に向けた審査が開始されます。また、「物流・

工業系」施設にあっては、「開発審査会」の議を経る必要がありますが、可能な限り手続きの

迅速化が図られます。ただし、複合的・集団的※１な計画については、別途法に基づく手続き※

２が必要となる場合があります。

※１：0.5ha 以上の土地を３区画以上に分けて土地利用する場合。

※２：「地区計画」の都市計画決定手続きが必要になります。

２－４．「本土地利用誘導」の期間

期間は、 とします。令和７年 4月 1日から
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第３章 土地利用可能なエリアと対象施設及び規模等の解説

３－１．土地利用可能なエリアとは

土地利用可能なエリアとして、下の図のとおり「一ツ葉・木花エリア」を設定します。

一ツ葉エリア
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木花エリア
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３－２．対象施設の大分類

許可の対象施設は、大きく分けて以下の２種類です。

（１）観光・リゾート系施設

（２）物流・工業系施設

３－３．対象用途

許可の対象となる建築物の具体の用途は、３－２に示した大分類別に以下のとおりです。

（１）観光・リゾート系施設

法第34条第２号の適用を受けるものとして、「宮崎市市街化調整区域内の立地に関する審

査基準（平成13年 12月 19日宮崎市告示第363号）」における「鉱物資源、観光資源、そ

の他の資源の利用上必要なもの」の中で、特に「観光資源の利用上必要なもの」に適合するもの

として取り扱われる用途です。

１）A施設

①飲食店舗

主に地場の生産物・生産品を中心としたメニューの提供を行うもの。

ただし、観光客の誘客や回遊性に寄与すると考えられる場合はこの限りでない。

②物品販売店舗

主に地場の生産物・生産品を取扱うもの。

ただし、観光客の誘客や回遊性に寄与すると考えられる場合はこの限りでない。

③マリンスポーツ・アウトドア・レジャー関連施設

観光資源等の享受を目的としたスポーツ・アウトドア・レジャーの体験・普及の用に供す

る用途、並びに関連する用具の貸出しや販売を行うもの等。

④その他の施設

ワーケーション施設、コワーキング施設を営むもの。

２）B施設

①宿泊施設

主に観光資源の享受を目的とした者を対象としたもので、旅館業法第３条の規定に基づ

く知事の許可を得られることが確実であるもの。ただし、管理人（当該施設の所有者又は運

営者から管理を委任された者を含む。）が常駐するものに限る。
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Point.1

A施設について

■飲食店舗・物品販売店舗

いずれも「主に地場の生産物・生産品」を取り扱うものとしています。「主に」とした

のは、食材や販売商品等を100％地場産品とすることは困難であろう、との考え方に

よりますが、一方で、例えば地場産品の割合が１割とか２割しかないといった様なこと

は、本計画の趣旨に沿っているとは言えません。

よって、どのような地場産品をどの程度取り扱うか等については、許可申請に伴う事

前協議の中で、資料等により確認させていただきます。

なお、『ただし、観光客の誘客や回遊性に寄与すると考えられる場合はこの限りでな

い。』としているのは（P７参照）、そもそも地場で生産・製造等されている量が僅かで

あったり、生産・製造自体がなされていない製品等を取り扱うケースも想定されるため、

その場合は前述と同様に、許可申請に伴う事前協議の中で、観光振興に寄与するもので

あるか否かを資料等により確認させていただく趣旨です。

■その他の施設

①「ワーケーション施設」の「ワーケーション」とは、「ワーク（労働）」と「バケーシ

ョン（休暇）」を組み合わせた造語です。つまり、「ワーケーション施設」は、観光地

やリゾート地で休暇を楽しみながら、同時に自身の生業（なりわい）に関する業務を、

インターネット通信等を利用したいわゆるテレワーク（リモートワーク）等で行うこ

とができる施設です。

②「コワーキング施設」の「コワーキング」とは、「Co（共同の、共通の）」と「Work

（働く）」を合わせた造語で、多用な職種の人が、一定の期間又は時間に一同に会して

「共に働く」ことです。したがって、「コワーキング施設」は、別々の会社・事業所等

に属する人々が、社交や懇親、情報交換等を行いながら、それぞれの事業等への波及

効果を期待して一緒に働ける施設の位置付けです。

■上記いずれも、いわゆる「風営法」の許可が必要なものは認められません。（３－４（１）

P12参照）
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Point.２

B施設について

■旅館・ホテル営業

「旅館業法」においては『施設を設け、宿泊料を受けて人を宿泊させる営業で、簡易

宿所営業及び下宿営業以外のもの』とされています。

■簡易宿所営業

同様に『宿泊する場所を多数人で共用する構造及び設備を主とする施設を設け、宿泊

料を受けて人を宿泊させる営業で、下宿営業以外のもの』とされており、例えば「農林

漁業体験民宿業」や「山小屋」「ペンション」「ユースホステル」などです。

■上記いずれも、いわゆる「風営法」の許可が必要なものは認められません。（３－４（１）

P12参照）

Point.３

対象用途であるA施設もB施設も、主要用途及び附属用途をまちづくり課での窓口

協議にて確認し、判断します。

Point.４

木花エリアは、「区域」ではなく、赤のラインで示された道路に面する敷地としていま

すが、これは必ずしもこの道路に面する「空地」のみが対象となるのではなく、例えば

道路に面する「空地」の奥に隣接する既存の建築物の敷地を「更地（さらち）」にして、

道路に面する「空地」と一体的に土地利用することも可能です。

ただしこの場合、周辺の住宅環境、営農環境等への配慮が必要です。
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３－４．敷地及び建築物の規模等

（１）観光・リゾート系施設

１）Ａ施設

A施設については、以下のとおりです。

①延べ面積は500㎡以下です。

②前面道路の幅員は４ｍ以上で、かつ、前面道路に面する間口が6ｍ以上でなければなり

ません。

③１事業あたり２用途2棟まで建築可能です。ただし、１棟建てとする場合は、この限り

ではありません。なお、２用途２棟建てとする場合、各棟の延べ面積は①に準じるものと

し、２用途１棟建てとする場合、延べ面積は1,000㎡以下まで可能です。

解 説

イメージは以下のとおりです。

＜イメージ１＞

＜イメージ２＞

Point.５

＜イメージ１＞は、基本的な１用途１棟のイメージです。

なお、上図で「A施設のみ」というのは、あくまで主要用途（Point.３参照）となり

ますので、例えば「飲食店舗」を主要用途とする一方で、同じ建物内の一部を附属用途

として、同じA施設である「物品販売店舗」等とすることは可能です。
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２）Ｂ施設（宿泊施設）

B施設については、以下のとおりです。

①B施設用途が主要用途であること。ただし、当該施設の運営上必要とされる附属用途（飲

食・物品販売スペース等）を含むことができます。

②延べ面積は1,500㎡以下です。

③前面道路の幅員は6ｍ以上で、かつ、敷地の周長の1/8以上が接していなければなりま

せん。

④敷地には、前面道路に面する間口が６ｍ以上の車両出入口を確保し、車両（大型車含む。）

の出入り及び歩行者の通行に支障がないよう適切に配置しなければなりません。

⑤Ａ施設に適合する用途を併設することができます。ただし、Ａ施設の用途が可分又は不可

分に関わらず、Ａ施設の用途の部分は１事業あたり１棟までとし、その規模はＡ施設の基

準①（500㎡以下）に準ずるものとします。

解 説

イメージは以下のとおりです。

＜イメージ＞

（２）物流・工業系施設

①物流系施設

物流センター、倉庫業を営む倉庫その他これらに類するもの。

②工業系施設

食品（飲料品を含む。）の製造又は加工を行うもの。

③上記①②とも、建築物の規模は、道路交通を含めた周辺環境への影響に配慮した適正な規

模としなければなりません。

④立地可能エリアは、「一ツ葉エリア」の「対象区域（物流・工業系）」（P５）のみです。
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解 説

「物流系施設」の「その他これらに類するもの」は、「流通業務市街地の整備に

関する法律」（昭和41年法律第110号）第5条第1項第1号及び第2号、同第

4号及び第5号（店舗を除く。）に規定する施設、貨物自動車運送事業法（平成元

年法律第83号）第2条第1項に規定する貨物自動車運送事業の用に供する施設、

倉庫業法（昭和31年法律第121号）に規定する倉庫業の用に供する施設（トラ

ンクルームを除く。）などを想定しています。

３－４．その他の基準

（１）対象用途の制限

第二章第２に規定する対象用途については、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律（昭和23年法律第 122号）第 3条に規定する風俗営業の許可を要するものを除

く。

（２）建築物の高さ

原則として10ｍ以下です。

解 説

運用基準の対象となる「市街化調整区域」は、法により「市街化を抑制すべき区

域」とされており、一般に低層の住宅等が低密度に立地しています。一方、計画的

に市街化を図るべき区域として高密度な土地利用が行われる「市街化区域」におい

て、住環境に配慮すべく最も厳しい建築制限が課される「第一種住居専用地域」で

は、建築物の高さが10ｍに制限されています。このような法制限のバランス等を

考慮し、「市街化調整区域」における建築物の高さは、原則として10ｍ以下とされ

ています。

Point.６

上記解説において、「物流系施設」については「店舗を除く」としておりますが、運用基

準における「観光・リゾート系施設」に適合するもの、又は本計画（P2参照）の趣旨に

沿うものは、許可の対象となる場合があります。

また、「工業系施設」において、自社製品を販売するスペースを工場内に設けたい場合

も、運用基準及び本計画の趣旨に照らしてその適合性を判断します。
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（３）駐車場

敷地内に、建築物の用途及び規模を考慮した適正な規模の来客用及び従業員用駐車場を

設けなければなりません。

特に、来客用駐車場については、延べ面積100㎡（100㎡未満切り上げ）につき１台

以上設ける必要があります。

（４）景観等

上記（１）（２）の基準のほか、建物、工作物及び敷地の意匠・色彩等は、周辺の自然環

境等と調和したものとしなければなりません。また、以下の条例に基づく届出等が必要な場

合は、当該条例に基づく基準に適合しなければなりません。

①宮崎市緑のまちづくり条例

②宮崎市景観条例

③宮崎市屋外広告物条例

（５）防災対策

以下のいずれかの要件を満たさなければなりません。

①「宮崎市地域防災計画（南海トラフ地震防災対策進計画編）」に示された、建築計画地近

傍における最短津波到達時間内に、施設利用者が「宮崎市津波ハザードマップ」で示された

当該施設立地地点の浸水深以上の場所に避難できる体制及び環境が確保されていること。

②建築物が鉄筋コンクリート造又は鉄骨造等で津波に対する構造体の安全性を確保し、かつ、

建築物と一体となった避難施設の整備が図られ、可能な限り周辺住民の避難も受け入れる

ものであること。

解 説

運用基準は、観光振興に寄与する集客機能を有する施設の誘導を主要な目的と

しているものの、その対象となる「一ツ葉・木花エリア」の全域が、宮崎県が公

表している「南海トラフ巨大地震」による津波浸水想定区域となっているため、

Point.7

上記①における「宮崎市緑のまちづくり条例」は、

https://www.city.miyazaki.miyazaki.jp/business/development/notification/2015.html

また、同②における「宮崎市景観条例」は、

https://www.city.miyazaki.miyazaki.jp/business/development/notification/942.html

を参照のうえ、適切に届出等を実施してください。

また、同③における「宮崎市屋外広告物条例」は、

https://www.city.miyazaki.miyazaki.jp/business/development/notification/363.html
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施設利用者の安全対策が不可欠です。

上記基準①は「ソフト対策」であり、同②は「ハード対策」となります。どち

らかを満たしていることが必要ですが、いずれの対策についても、本市の危機管

理部と連携して、防災上の効果が得られるか否かの観点から適合性を判断しま

す。なお、「ハード対策」については、「ハード対策」だけで済むということでは

なく、例えば施設内の津波避難経路の明示など「ソフト対策」も併せて実施する

ことが重要です。

（６）その他

以下の基準に適合していなければなりません。

①前記（１）から（５）までのほか、関係法令及び基準等に適合していなければなりませ

ん。

②道路、雨水排水施設及び上下水道その他公共施設の新たな整備の必要がないこと。ただ

し、事業者の負担において整備を行う場合で、関係行政機関との協議が整うものは認めら

れる場合があります。

③夜間照明施設を設置する場合、周辺の夜間の住環境及び営農環境等に配慮しなければなり

ません。

Point.8

前記基準①における「建築計画地近傍における最短津波到達時間内」は、津波対策がより

安全側で機能するよう、P16 の図に赤枠で示す時間内とします。なお、市の HP 上の

「HAZARDONweb版」により、ピンポイントで津波浸水深が確認できます。

https://www.city.miyazaki.miyazaki.jp/life/fire_department/hazard_map/803.html
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【参考図】

原図出典：宮崎市地域防災計画（南海トラフ地震防災対策進計画編）

対象エリアの概ねの位置
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第４章 その他

４－１．手続きフロー
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４－２．用語の定義

（１）観光・リゾート系施設

本ガイドライン3－3、（１）に掲げる用途をいう。

（２）物流・工業系施設

本ガイドライン3－3、（２）に掲げる用途をいう。

（３）地場

主に本計画に基づき立地する建築物周辺及び宮崎市内をいい、県内を含む。

（４）観光資源

集客性のある固有の自然環境及び自然景観（以下「自然環境等」という。）、自然環境等

の中に立地する集客性のある建築物及び施設、並びに地場の生産物をいう。

（５）延べ面積

建築基準法施行令第 2 条第 1 項第 4 号に規定するものをいう。

（６）建築物の高さ

施行令第２条第６項に規定する「地盤面からの高さ」をいう。

（７）生産物

客に提供する前に素材として加工されていないものをいう。

（８）生産品

客に提供する前に素材として加工されているものをいう。

（９）旅館・ホテル

旅館業法（昭和23年法律第138号。以下同じ）第２条第２項に規定する旅館・ホテ

ル営業を営むもの。

（10）簡易宿所等

旅館業法第２条第３項に規定する簡易宿所営業及び同法第２条第４項に規定する下宿

営業を営むもの。

（11）ワーケーション施設

施設の利用者が自らの業務を行うために必要な設備等を備えた事務所の用に供する用

途を備えているもの。

（12）コワーキング施設

施設に附属して又は単独で、事務所又は会議室等の用に供する用途を備えているもの。

（13）１事業

本計画に適合し、同一事業者が事業執行上一体のものとして開発又は建築の許可を取

得する事業。
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４－3．その他

今後の対応について
運用基準による土地利用誘導は、エリアを限定して「観光・リゾート系施設」及び「物流・

工業系施設」に関する基準の明確化を行うことにより、従来より迅速に対応できる体制を整え

ました。

この取り組みは、観光の振興や地域経済の活性化に寄与することを目的としており、今後

「宮崎オープンシティまちづくり計画」の中間見直しと同時期に、運用基準も同様の見直しを

行うことといたします。

なお、市として初めての取り組みであることから、本ガイドラインについては、今後の事業

者等との具体の協議の中で確認される新たなニーズや実際のまちづくり効果も踏まえながら、

必要に応じて適宜見直しを行うこととします。



０

宮崎オープンシティまちづくり計画
一ツ葉・木花エリアにおける土地利用誘導 ガイドライン

令和７年４月１日 公表

宮崎市役所 都市整備部 まちづくり課

〒880-8505 宮崎市橘通西１丁目１番１号


